135V1付属証明書


エコマーク商品類型No.135「太陽電池を使用した製品Version 1」付属証明書
本付属証明書は、エコマーク商品類型No.135「太陽電池を使用した製品」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。

	申込日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	申込ブランド名
	

	申込者
	（会社名）




	＜付属証明書の作成方法＞

1．申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。

※「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。

2．「添付証明書」欄の各証明書をご用意下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。

3．「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。

※ 各証明書の作成は（記入例）を参照して下さい。

4．「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。



対象

	項目
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい

	商品区分
	以下に該当する区分について、各区分の該当ページをご記入下さい。

	
	□A.住宅用太陽光発電システム（出力20ｋW未満）

	
	□B.小型発電装置・小型充電装置

	
	□C.設置型製品
　　　□住宅設置用製品 ／ □産業用製品 ／ □公共用製品

	
	□D.携帯型製品・車載用品

　　　□レジャー用品・日用品 ／ □文具・事務機器・教材・がん具 ／ □車載用品

	
	□E.太陽電池モジュール（出力10W以上の平板型モジュール）
　　　□JIS C8918 1998　／　□JIS C8939 1995

用途：□住宅用　／　□住宅用以外(　　　　　　　　　)※用途をご説明下さい

	
	□F.小出力太陽光発電用パワーコンディショナ（JIS C8980 1997）

	商品概要


	商品区分B～Dについては以下に商品の概要をご説明下さい。

	
	日本標準商品分類：

	
	

	
	使用している太陽電池の種類：(例)シリコン　アモルファス

	
	

	型式
	商品区分A,EおよびFについては区分ごとの証明書に型式を記載して下さい。

	
	商品区分B～Dについては以下に、申し込みブランドに含まれる全ての型式を記載して下さい


	エコマーク表示

（予定）
※エコマークの表示方法はエコマーク使用の手引を参照下さい。
	· ある　⇒　表示予定設計図（様式自由・原稿可）の提出
*様式2の｢エコマーク表示見本｣の画像をご活用ください
【表示媒体】
□製品／□包装／□カタログ・リーフレット／□取扱説明書／□その他（　　　　　　）
· なし
【表示無しの理由】



「4．認定の基準と証明方法」を満たすために必要な証明書類
4-1-1．共通基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1-1.(1)


	[環境法規]

製造時に関連する法規および公害防止協定などを順守していること

　□ 適合する ／ □ 適合しない
	環境法規順守証明書

記入表135-5
	製品の最終製造工場

	
	
	※区分Aは、太陽電池モジュールおよびパワーコンディショナの最終製造工場

	4-1-1.(2)
	［包装］

製品の包装は、省資源、再利用やリサイクルの容易さに配慮されていること

　　□ 適合する ／ □ 適合しない

(包装材の素材：　　　　　　)

□ 包装材の使用なし
	製品の包装状態および包装材料、配慮した内容を記載した説明書（図・写真などで補足）
	申込者

	4-1-1.(3)
	［包装/オゾン層破壊物質］

包装材料の製造に、代替フロンを含むオゾン層破壊物質を使用していないこと

　□ 適合する ／ □ 適合しない
	
	

	4-1-1.(4)
	［包装/ハロゲン］

包装に使用されるプラスチック材料は、ハロゲンを含むポリマおよび有機ハロゲン化合物を処方構成成分として添加していないこと

□　適合する ／ □ 適合しない

□ プラスチック包装材の使用なし
	
	

	4-1-1.(5)


	［保守点検・修理］

保守点検や修理などの受託体制が整備され、機器利用者の依頼に応じて修理を行っていること
　　□ 適合する ／ □ 適合しない

□ 保守点検（区分A/C必須）
□ 修理の受託（全区分必須）
［受託体制の一環としての情報提供］

【ユーザの求めに応じて情報提供を行う項目】

· a.保守点検の範囲・内容（区分A/C必須）
· b.修理の内容・範囲（全区分必須）
· c.保守点検/修理に要する期間・費用（全区分必須）
	連絡受付先、保守・点検や修理の実施体制、保証の実施体制についての資料

記入表135-1(区分B～F)
記入表135-2　　(区分A)
（住宅用太陽光発電システムの場合、関連する事業者の責任分担についても説明すること）

区分A.または区分E 4-1-2 (11)についての説明をここで加えてもよい。
	申込者

	4-1-1.(6)
	［情報提供］

以下の項目について情報提供がなされていること

【製品添付書類に記載する項目】

· d.年間の推定発電電力量およびその根拠と算　定基準、気象条件・立地・設置条件が標準状態と異なる場合には発電電力量が異なる可能性があること(区分A必須)
· e.設置条件・使用条件（全区分必須）
· f.性能・構造条件（区分A/B/C/E/F必須）
· g.二次電池の種類・取替え方法・回収やリサイクルに関する情報（区分A/B/C/Dの二次電池を使用する製品の場合必須）
□二次電池あり／ □二次電池なし

· h.消耗品に関する情報（消耗品のある場合必須）
□消耗品あり／ □消耗品なし

· i.保証履行期限（全区分必須）
保証にあたっての必要な条件(申込方法、保守・点検に関わる契約の有無、オプションについてなど)（区分A必須）
· j.製品情報の問合せ先（全区分必須）
· k.太陽光発電システム全体の設計・機器の組　

み合わせ・施工に関わる責任を負わないこ

との説明（区分E/F対象(任意)）
· l.廃棄時の注意事項（全区分必須）
· m.保守点検･修理の受託体制があること、a~c　

の情報が得られること、およびそれらの情報を取得するための連絡先や手段（全区分必須）
	製品添付書類

（取扱説明書、同封書類、包装など）あるいは商品カタログの該当部分の写し


	申込者

	4-1-1.(7)
	［難燃剤］

製品のプラスチック部品には、難燃剤としてPBB､PBDEおよび短鎖塩素化パラフィンを処方構成成分として添加しないこと

　□ 適合する ／ □ 適合しない
	
	

	4-1-1.(8)
	［重金属］

製品（二次電池を除く）の処方構成成分として鉛、カドミウム、六価クロム、水銀およびそれらの化合物を添加しないこと

鉛はんだを使用していないこと

　□ 適合する ／ □ 適合しない
	
	


「５．配慮事項」
認定の要件ではないが、製造にあたっては以下に配慮することが望ましい。
	項目
	基準概要＆記入欄
	

	5.(1)
	印刷工場の立地
	□日本　／　□海外
	

	
	a. 古紙リサイクルに支障をきたさない製本形態である

ただしホットメルト接着剤の使用を認める。
	□はい　／　□いいえ
	

	
	b. 使用用紙のパルプ漂白工程で塩素ガスを使用していない
	□はい　／　□いいえ
	

	
	c. 使用用紙の古紙パルプ配合率が70％以上であること（d. 海外製造の場合、古紙パルプ配合率が30%以上であること）
	□はい　／　□いいえ
	


住宅用太陽光発電システムの申込者、販売形態

	
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい。

	申込者

該当ケース
	□ 機器製造事業者 ／ □ 販売代理店 ／ □建築資材メーカ  ／ 　□住宅メーカ　／ 

□ 設置・施工業者 ／　□ その他 （                   　　　　　）

	□ケース1
	太陽電池モジュール製造者とその関連会社が、パワーコンディショナなどの周辺機器の組み合わせを配慮して各々の製品を製造または調達し、システムとしてセットでユーザへの直接的な販売や設置工事を行う。

	□ケース2
	太陽電池モジュール製造者が、パワーコンディショナなどの周辺機器の組み合わせを配慮して各々の製品を製造または調達し、システムとしてセットでユーザへの直接的な販売や設置は、代理店などが行う。

	□ケース3
	建築資材メーカが、太陽電池モジュールやパワーコンディショナなどの要素部品を調達し、独自の建設資材を開発し、または、それらの建設資材や部品を組み合わせて太陽光発電システムとして販売する。

	□ケース4
	住宅メーカが、新築住宅や既設住宅のユーザ向けに太陽光発電システムを販売するケース。太陽光発電システムは自ら開発した製品ではなく、既存のシステムを利用する。この場合既存メーカの太陽光発電システムを利用し、施工方法／設置方法などで独自の開発をおこなう場合がある。

	□ケース5
	住宅施工業者などの第三者や個人が、太陽電池モジュールやパワーコンディショナなど単体で販売されている要素部品を調達し、独自に組み合わせて販売・施工する。


システムに使用する太陽電池モジュールのリスト　　　　　　　　　　　　(別紙にてご提出いただいても結構です。)
	型式名
	種類
	出荷時の公称最大出力*1/変換効率*2
	最終製造工場名

	(例)ＥｃｏX01
	(例)シリコン多結晶
	　　　　　　　Ｗ　　/　　　　％
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


*1　JIS C 8911 1998に定める基準状態(モジュール温度25℃、分光分布AM1.5全天日射基準太陽光、放射照度1000 W/m2)とする。
*2　以下の計算式を用いて算出する。　変換効率=(モジュール公称最大出力(W)×100)÷(モジュール面積(㎡)×1000W/㎡)

システムに使用するパワーコンディショナのリスト　　　　　　　　　　　　(別紙にてご提出いただいても結構です。)
	型式名
	定格出力
	出荷時の効率*3
	最終製造工場名

	(例)EcoY01
	　　　　　ｋＷ
	定格負荷効率：　　　　　％
	

	
	
	1/2負荷時の部分負荷効率：　　　　％
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


*3　定格負荷効率および部分負荷効率の算定についてはJIS C 8961に定める測定方法に従う。
システムに使用するその他（接続箱、ケーブル、架台、二次電池等）のリスト

(別紙にてご提出いただいても結構です。)
	
	製品
	型式名

	□
	接続箱
	

	
	
	

	
	
	

	□
	ケーブル
	

	
	
	

	
	
	

	□
	架台
	

	
	
	

	
	
	

	□
	二次電池　（鉛蓄電池）
	

	
	
	



区分A：住宅用太陽光発電システム

	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1-2.(9)
	［アルミニウム二次地金］

太陽電池モジュールの外枠・フレーム、架台などにアルミニウム合金の使用有無

　　□ 使用あり　／　□ 使用なし
	
	

	
	上枠で使用ありに該当の場合、アルミニウム二次地金(再生地金)の使用有無

　□ 使用あり　／　□ 使用なし
	
	

	4-1-2.(10)
	［太陽電池モジュール出力保証］

公称最大出力の80％を最低10年間保証すること。

□ 適合する ／ □ 適合しない
	製品添付書類

（取扱説明書、同封書類、包装など）あるいは商品カタログの該当部分の写し
	申込者など

	
	出力に関しての問い合わせ先、修理や保証体制に関しての説明
	記入表135-2 
	申込者など

	4-1-2.(11)
	［パワーコンディショナ変換効率］

定格負荷効率および1/2負荷時の部分負荷効率について、出荷時の効率の90％以上を5年以上の使用期間にわたり維持できる設計・製造であること。

□ 適合する ／ □ 適合しない
	長寿命設計に関する

証明書

記入表 135-4
	品質管理者または製品の最終製造工場

	4-1-2.(12)
	［二次電池］
二次電池の使用有無

· 使用あり（電池の種類　　　　　　　）
□ 使用なし
	
	

	
	Pb・Pb化合物　□使用あり／□使用なし

Cd・Cd化合物　□使用あり／□使用なし

Hg・Hg化合物　□使用あり／□使用なし
	
	

	
	上枠で1つ以上｢使用あり｣に該当する場合：

使用済み二次電池をユーザから回収し、リサイクルまたは適正に処分するシステムが整備され、回収が実施されること
□ 適合する ／ □ 適合しない
	二次電池の回収システム、再使用、マテリアルリサイクルシステムなどの証明書

あるいは製品添付書類や商品カタログの該当部分の写し
	申込者



	4-1-2.(13)
	［施工マニュアル］

申し込みのシステムについて

□JIS C8955 2004の適用範囲内 

□JIS C8955 2004の適用範囲外

□JIS C8956 2004の適用範囲内 

□JIS C8956 2004の適用範囲外


	
	

	
	以下の項目について記述された施工マニュアルを有していること

上記JISの適用範囲に含まれる場合は、それらのJISに準拠していること

  □ 適合する ／ □ 適合しない

※以下の項目のうちマニュアルに含むものをチェックして下さい。

· 太陽光発電システム概要

・システム基本構成

· 太陽電池モジュールの設置

・取り付け位置

・取り付け方向

・取り付け間隔と配列

· 取り付け方法

・配線工事

・固定金具

・強度の確保（固定荷重、積載荷重、積雪荷重、風圧力、地震力に対する強度）

・防水処理

· 施工時の安全性確保

・高所作業に対する安全確保

・作業環境の整備

・配線工事に対する安全確保

· 解体時の安全性確保

・感電・やけどの防止措置
	
	

	4-1-2.(14)
	［教育訓練］

住宅に太陽電池システム取り付けを行う作業員を対象とした、(14)に定める施工マニュアルについて十分に理解するための技術指導制度を備えていること

□ 適合する ／ □ 適合しない
	トレーニングが実施されていることを証明する書類（施工作業員を対象としたトレーニング制度の実施要領など）の写し
	申込者など


品質に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-2.(15)
	［該当する品質規格］

太陽電池アレイ

□JIS C8951 1996／□JIS C8952 1996

太陽電池モジュール

□JIS C8918 1998／□JIS C8939 1995

□JIS C8990 2004／□JIS C8991 2004

小出力太陽光発電用パワーコンディショナ
□JIS C8980 1997
	品質に関する

証明書
記入表 135-6

※モジュールとパワーコンディショナにあっては、ＪＥＴ認証の写しでもよい。
	製品の最終製造工場または品質管理者


区分B：小型発電装置・充電装置
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1-2.(9)
	［製品区分と電力］

□ 1.太陽電池のみを使用

□ 2.太陽電池および、二次電池やコンデンサなどの蓄電機能を有した部品を使用

□ 3.太陽電池と一次電池あるいは他の電源な
どを組み合わせて使用

　　 □ 一次電池との併用

　　 □ 他電源との併用

　　　（電源の種類：　　　　　　　　）
	電力量に関する

証明書

記入表 135-3


	申込者

	4-1-2.(10)
	［二次電池］

二次電池の使用の有無

 □ 使用あり（電池の種類：　　　　　　）

 □ 使用なし
	
	

	
	Pb・Pb化合物　□使用あり／□使用なし

Cd・Cd化合物　□使用あり／□使用なし

Hg・Hg化合物　□使用あり／□使用なし
	
	

	
	上枠で1つ以上｢使用あり｣に該当する場合：

使用済み二次電池をユーザから回収し、リサイクルまたは適正に処分するシステムが整備され、回収が実施されること
□ 適合する ／ □ 適合しない
	二次電池の回収システム、再使用、マテリアルリサイクルなどの証明書

あるいは製品添付書類や商品カタログの該当部分の写し
	申込者

	
	※小型充電装置の場合は以下の項目への該当でも可

リサイクル可能な二次電池であること

□ 適合する ／　□ 適合しない

ユーザが二次電池を取り外し可能な設計であること。

　　　□ 適合する ／　□ 適合しない

〔取り外し不可能の場合〕

使用済み製品を回収するシステムが整備されていること。

 　　□適合する　／　□適合しない
	ユーザが取り外しできる設計であることを説明した書類、あるいは製品を回収するシステムを証明した書類

あるいは製品添付書類や商品カタログの該当部分の写し
	申込者


品質に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-2.(11)
	［該当する品質規格］

□ 1.JISなど公的に定められた品質規格

□ 2.業界が定めた自主的な品質規格

□ 3.自社で定めた品質規格

1,2の場合

該当する規格の名称

（                             ）
	1,2に該当：

該当する品質規格に適合していることの証明書（*2）

[試験結果など]
	第三者

試験機関

または

申込者など

	
	
	記入表 135-7
	製品の最終製造工場または品質管理者

	
	
	3に該当：

自社規格に適合していることの証明書

[自社規格の内容、試験結果など]

記入表 135-7
	製品の最終製造工場または品質管理者


区分C：設置型製品（住宅用製品・産業用製品・公共用製品）
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者


	4-1-2.(9)
	［製品区分と電力］

□ 1.太陽電池のみを使用

□ 2.太陽電池および、二次電池やコンデンサなどの蓄電機能を有した部品を使用

□ 3.太陽電池と一次電池あるいは他の電源などを組み合わせて使用

　　 □ 一次電池との併用

　　 □ 他電源との併用

　　　（電源の種類：　　　　　　　　）
	電力量に関する

証明書

記入表 135-3


	申込者

	4-1-2.(10)
	［二次電池］

二次電池の使用の有無

 □ 使用あり（電池の種類：　　　　　　）

 □ 使用なし
	
	

	
	Pb・Pb化合物　□使用あり／□使用なし

Cd・Cd化合物　□使用あり／□使用なし

Hg・Hg化合物　□使用あり／□使用なし
	
	

	
	上枠で1つ以上｢使用あり｣に該当する場合：

使用済み二次電池をユーザから回収し、リサイクルまたは適正に処分するシステムが整備され、回収が実施されること
□ 適合する ／ □ 適合しない
	二次電池の回収システム、再使用、マテリアルリサイクルなどの証明書

あるいは製品添付書類や商品カタログの該当部分の写し
	申込者


品質に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-2.(11)
	［該当する品質規格］

□ 1.JISなど公的に定められた品質規格

□ 2.業界が定めた自主的な品質規格

□ 3.自社で定めた品質規格

1,2の場合

該当する規格の名称

（                             ）
	1,2に該当：

該当する品質規格に適合していることの証明書（*2）

[試験結果など]
	第三者

試験機関

または

申込者など

	
	
	記入表 135-7
	製品の最終製造工場または品質管理者

	
	
	3に該当：

自社規格に適合していることの証明書

[自社規格の内容、試験結果など]

記入表 135-7
	製品の最終製造工場または品質管理者


区分D：携帯型製品・車載用品
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1-2.(9)
	［製品区分と電力］

□ 1.太陽電池のみを使用したもの

□ 2.太陽電池及び二次電池のみを使用

□ 3.太陽電池と一次電池あるいは他の電源などを組み合わせて使用

　　 □ 一次電池との併用

　　 □ 他電源との併用

　　　（電源の種類：　　　　　　　　）


	電力量に関する

証明書

記入表 135-3


	申込者

	4-1-2.(10)
	［二次電池］

二次電池の使用の有無

 □ 使用あり（電池の種類：　　　　　　）

□リサイクル可能な電池である

　　　□リサイクル可能な電池ではない

□ 使用なし
	
	

	
	Pb・Pb化合物　□使用あり／□使用なし

Cd・Cd化合物　□使用あり／□使用なし

Hg・Hg化合物　□使用あり／□使用なし
	
	

	
	二次電池を使用している場合：

ユーザが二次電池を取り外し可能な設計であること。

　　　　□ 適合する ／　□ 適合しない

〔取り外し不可能の場合〕

使用済み製品を回収するシステムが整備されていること。

 　□適合する　／　□適合しない
	ユーザが取り外しできる設計であることを説明した書類、あるいは製品を回収するシステムを証明した書類

あるいは製品添付書類や商品カタログの該当部分の写し
	申込者

	4-1-2.(11)
	［抗菌剤］

抗菌剤の使用の有無

□ 使用なし

□ 使用あり
	使用のある場合には、SIAAマーク等の認証を受けていることを示す書類
	申込者等


品質に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-2.(12)
	［該当する品質規格］

□ 1.JISなど公的に定められた品質規格

□ 2.業界が定めた自主的な品質規格

□ 3.自社で定めた品質規格

1,2の場合

該当する規格の名称

（                             ）
	1,2に該当：

該当する品質規格に適合していることの証明書（*2）

[試験結果など]
	第三者

試験機関

または

申込者など

	
	
	記入表 135-7
	製品の最終製造工場または品質管理者

	
	
	3に該当：

自社規格に適合していることの証明書

[自社規格の内容、試験結果など]

記入表 135-7
	製品の最終製造工場または品質管理者


区分E：太陽電池モジュール

申し込みするブランドに含まれる太陽電池モジュールのリスト　　　　(別紙にてご提出いただいても結構です。)
	型式名
	種類
	出荷時の公称最大出力*1/変換効率*2
	最終製造工場名

	(例)ＥｃｏX01
	(例)多結晶
	　　　　　　　Ｗ　　/　　　　％
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


*1　JIS C 8911 1998に定める基準状態(モジュール温度25℃、分光分布AM1.5全天日射基準太陽光、放射照度1000 W/m2)とする。
*2　以下の計算式を用いて算出する。　変換効率=(モジュール公称最大出力(W)×100)÷(モジュール面積(㎡)×1000W/㎡)

	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1-2.(9)
	［アルミニウム二次地金］

太陽電池モジュールの外枠・フレームなどにアルミニウム合金の使用有無

　　□ 使用あり　／　□ 使用なし
	
	

	
	上枠で使用ありに該当の場合、アルミニウム二次地金(再生地金)の使用有無

　□ 使用あり　／　□ 使用なし
	
	

	4-1-2.(10)
	□住宅用太陽光発電システム用の太陽電池モジュールの場合以下の項目が必要です。

［太陽電池モジュール出力保証］

公称最大出力の80％を最低10年間保証すること。

□ 適合する ／ □ 適合しない
	製品添付書類

（取扱説明書、同封書類、包装など）あるいは商品カタログの該当部分の写し
	申込者など

	
	出力に関しての問い合わせ先、修理や保証体制に関しての説明



	記入表135-1


	申込者



	4-1-2.(11)
	□住宅用太陽光発電システム用の太陽電池もジュールの場合以下の項目が必要です。

［施工マニュアル］

申し込みのシステムについて

□JIS C8955 2004の適用範囲内 

□JIS C8955 2004の適用範囲外

□JIS C8956 2004の適用範囲内 

□JIS C8956 2004の適用範囲外


	
	

	
	以下の項目について記述された施工マニュアルを有していること

上記JISの適用範囲に含まれる場合は、それらのJISに準拠していること

  □ 適合する ／ □ 適合しない

※以下の項目のうちマニュアルに含むものをチェックして下さい。

· 太陽光発電システム概要

・システム基本構成

· 太陽電池モジュールの設置

・取り付け位置

・取り付け方向

・取り付け間隔と配列

· 取り付け方法

・配線工事

・固定金具

・強度の確保（固定荷重、積載荷重、積雪荷重、風圧力、地震力に対する強度）

・防水処理

· 施工時の安全性確保

・高所作業に対する安全確保

・作業環境の整備

・配線工事に対する安全確保

· 解体時の安全性確保

・感電・やけどの防止措置
	
	


品質に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-2.(12)
	［該当する品質規格］

太陽電池モジュール

□JIS C8918 1998／□JIS C8939 1995
	品質に関する

証明書
記入表 135-6
※ＪＥＴ認証の写しでもよい。
	製品の最終製造工場または品質管理者



区分F：小出力太陽光発電用パワーコンディショナ

申し込みするブランドに含まれるパワーコンディショナのリスト　　　　(別紙にてご提出いただいても結構です。)
	型式名
	定格出力
	出荷時の効率*1
	最終製造工場名

	(例)EcoY01
	　　　　　ｋＷ
	定格負荷効率：　　　　　％
	

	
	
	1/2負荷時の部分負荷効率：　　　　％
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


*1　定格負荷効率および部分負荷効率の算定についてはJIS C 8961に定める測定方法に従う。
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1-2.(9)
	［パワーコンディショナ変換効率］

定格負荷効率および1/2負荷時の部分負荷効率について、出荷時の効率の90％以上を5年以上の使用期間にわたり維持できる設計・製造であること。

□ 適合する ／ □ 適合しない
	長寿命設計に関する

証明書

記入表 135-4
	品質管理者

または

製品の最終製造工場


4-2．品質に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-2.(10)
	［該当する品質規格］

小出力太陽光発電用パワーコンディショナ
□JIS C8980 1997
	品質に関する

証明書
記入表 135-6

※ＪＥＴ認証の写しでもよい。
	製品の最終製造工場または品質管理者


記入表135-1【申込区分B～F用】
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

保守点検や修理の受託体制の説明書

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


*発行者は申込者

申込商品ブランド名（　　　　　　　　　）の保守点検や修理の受託体制について、以下のとおり説明します。

ユーザからの連絡受け付け先、保守・点検や修理の実施体制、保証の実施体制については以下に示すとおりです。
申込区分［　　　　］
依頼受付・修理・保証の分担説明

	　　　　　　　事業者

分担内容　
	
	

	機器の製造
	
	

	機器の修理
	
	

	取扱説明書（ユーザーマニュアル）
	
	

	施工マニュアル（区分Eの場合）
	
	

	機器保証
	
	

	販売
	
	

	依頼受付
	
	


※記入方法は、認定基準書4.認定基準と証明方法表2-2を参照下さい。

【区分E太陽電池モジュール（住宅用太陽光発電システムに使用される場合のみ）】

	認定基準4-1-2(10)に定めるモジュールの出力保証について

	※太陽電池モジュールの出力に関しての問い合わせ先や修理や保証体制に関して説明して下さい

例：ユーザから、発電電力量に関する不具合についての問い合わせを受付け、必要に応じて、点検や修理を行います。発電量の低下の原因がモジュールそのものに起因するかどうか確認しています。


以上

記入表135-2【商品区分Ａ　太陽光発電システム用】
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

保守点検や修理の受託体制の説明書

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


*発行者は申込者
申込商品ブランド名（　　　　　　　　　）の保守点検や修理の受託体制について、以下のとおり説明します。
機器製造事業者、販売代理店、施工事業者など、関連する事業者の責任分担については以下に示すとおりです。

依頼受け付け・保守点検・修理・保証の分担について

	　　　　　　　事業者

分担内容　
	
	
	
	

	機器の製造
	
	
	
	

	機器の修理
	
	
	
	

	取扱説明書
	
	
	
	

	設計・施工講習会
	
	
	
	

	標準設計書・施工仕様書
	
	
	
	

	機器保証
	
	
	
	

	販売
	
	
	
	

	システム設計
	
	
	
	

	システム保証
	
	
	
	

	施工管理
	
	
	
	

	施工
	
	
	
	

	保守・点検
	
	
	
	

	取付・配線などの修理
	
	
	
	

	依頼受付
	
	
	
	


※記入方法は、認定基準書　4.認定基準と証明方法表2-1を参照下さい。

	認定基準区分E太陽電池モジュール4-1-2(10)に定めるモジュールの出力保証について

	※太陽電池モジュールの出力に関しての問い合わせ先や修理や保証体制に関して説明して下さい

例：ユーザから、発電電力量に関する不具合についての問い合わせを受付け、必要に応じて、点検や修理を行います。発電量の低下の原因がモジュールそのものに起因するかどうか確認しています。


以上

記入表135-3
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

供給または消費電力量に関する証明書

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


*発行者は申込者

申込商品ブランド名（　　　　　　　　　）について、太陽電池により供給される電力量は以下のとおりであることを証明致します。

製品区分（該当する□にチェックを入れて下さい）
□ 1.
太陽電池のみを使用したもの

□ 2.
太陽電池および、二次電池やコンデンサなどの蓄電機能を持つ部品を使用したもの

□ 3.
太陽電池と一次電池あるいは他の電源などを組み合わせて使用したもの
（併用する電源の種類：


　　　　　　　　）

製品仕様により想定される標準的な使用条件の下の電力量

	型式名
	①
	②
	③（＝②／①×100）

	
	製品の供給（消費）電力量
	積載太陽電池の予測発電量
	太陽電池により供給

される電力量の割合

	
	（単位）　Wh／　　※
	（単位）　Wh／　　※
	（単位）　％

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※単位はWh/h、Wh/日など仕様に基づき適切な単位で記入下さい。

上記の算定の根拠として、以下の資料を添付いたします。

· 仕様に基づく製品の供給電力量（または消費電力量）の算定根拠
· 仕様に基づく積載太陽電池容量（予測発電量）の算定基準
· 太陽電池から他電源への移行条件、他電源から太陽電池への移行条件（製品区分3のみ）
· 使用している二次電池への充電方法（二次電池を使用している場合のみ）
· 以上の仕様に基づいて算出された太陽電池により供給される電力量の算定式及び算定条件（製品区分3のみ）
以上
記入表135-4
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

パワーコンディショナの長寿命設計に関する証明書

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


*発行者は品質管理者または製品の最終製造工場

申込商品ブランド名（　　　　　　　　　）の住宅用太陽光発電システム用パワーコンディショナは、定格負荷効率および1/2負荷時の部分負荷効率について、出荷時の効率の90％以上を以下の稼働条件において5年以上の使用期間にわたり維持できるよう、設計・製造されていることを宣言致します。

· 出荷時の定格負荷効率および部分負荷効率の算定はJIS C8961 1993に従う。
	使用条件：

	

	設置条件：

	

	他の機器（太陽電池モジュールなど）との組み合わせの条件：

	

	その他の条件：

	


※枠内で記述できない場合は、別添でも結構です。その場合は別添資料名を枠内に記載下さい。
以上
記入表135-5
公益財団法人日本環境協会

　エコマーク事務局　御中

環境法規等順守証明書

	発行日：　　　　　　２０
	
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)

(工場名)

(責任者名)役職名　　　　　　氏名
	印

(社印を捺印)

	工場住所：

	TEL　　：


　　　

　　　　　　* 責任者名は最終製品を製造する工場長（もしくは相当する工場の責任者）

* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効
下記の事項に適合していることを証明します。

記

１．申込商品の製造にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など（以下「環境法規等」という）を順守していることを証明します。

　　（以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。　別紙一覧提出可）

	工場に関連する環境法規等の名称
	備考

	□ 大気汚染防止法
	

	□ 水質汚濁防止法
	

	□ 騒音規制法
	

	□ 振動規制法
	

	□ 悪臭防止法
	

	□ その他：
	


※ “その他”には工場が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること（例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定）

２．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。

（該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。）

　　□　過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。

□　創業（　　　　年）以来、関連する環境法規等の違反はありません。

　　□　過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。

※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。
	a.違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)

1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)

3)記録文書の保管について定めたもの

4)再発防止策(今後の予防策)

5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


　　□　過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。

以上
記入表135-6
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

品質に関する証明書

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は製品の最終製造工場または品質管理者

申込商品ブランド名（　　　　　　　　　）について、以下に示す日本工業規格に適合していることを証明致します。
区分A：住宅用太陽光発電システム　　　　　　　（該当する□にチェックして下さい）
	　太陽電池アレイ

	　□ JIS C8951 1996：「太陽電池アレイ通則」

　□ JIS C8952 1996：「太陽電池アレイの表示方法」

	　太陽電池モジュール

	　□ JIS C8918 1998：「結晶系太陽電池モジュール」

□ JIS C8990 2004：「地上設置の結晶シリコン太陽電池（PV）モジュール－設計適格性確認及び形式認証のための要求事項」

　□ JIS C8939 1995：「アモルファス太陽電池モジュール」

□ JIS C8991 2004：「地上設置の薄膜太陽電池（PV）モジュール－設計適格性確認及び形式認証のための要求事項」

（該当するJISにチェックして下さい）

	　小出力太陽光発電用パワーコンディショナ

	　　□ JIS C8980 1997：「小出力太陽光発電用パワーコンディショナ」


· 区分E：太陽電池モジュール

	　□ JIS C8918 1998：「結晶系太陽電池モジュール」

□ JIS C8939 1995：「アモルファス太陽電池モジュール」

（住宅用あるいは産業用などの太陽光発電システムに用いる太陽電池モジュールにおいては以下も記入すること）

□ JIS C8990 2004：「地上設置の結晶シリコン太陽電池（PV）モジュール－設計適格性確認及び形式認証のための要求事項」

□ JIS C8991 2004：「地上設置の薄膜太陽電池（PV）モジュール－設計適格性確認及び形式認証のための要求事項」

（いずれかにチェックして下さい）


· 区分F：小出力太陽光発電用パワーコンディショナ

	　□ JIS C8980 1997：「小出力太陽光発電用パワーコンディショナ」


以上

記入表135-7
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

品質管理証明書

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は製品の最終製造工場または品質管理者

当社エコマーク認定申込ブランド名（                                      ）については、別紙*1（実際の品質管理項目を説明する資料）の品質管理項目に基づいて、商品を管理し、品質管理基準に適合する商品のみを出荷することを証明します。

別紙*1

① JISなどの品質規格、または自社で定めた品質規格

② 品質規格に基づく試験結果

以上

記入表135-8本書式は他社開発製品またはOEM供給を受ける場合に限り提出が必要です
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

申込承諾書

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は製品を製造した会社（申込承諾者）

当社商品名（　　　　　　　　　　　）（エコマーク認定番号（　　　　　　　））を、

エコマーク申込企業（　　　　　　　　）が商品ブランド名（　　　　　　）として、

エコマーク商品認定・使用申込を行うことを承諾します。

以上

共通項目（1／3）





※ 太枠線内は以下の場合のみご記入下さい。


① 製品を開発した会社と申込者が違う場合。


② 本商品類型において既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合。





項目�
記入欄


※ 該当する□にチェックを


入れて下さい�
必要な添付証明書�
添付証明書の


発行者�
�
製品を製造した会社�
□ 自社�
－�
－�
�
�
□ 他社�
申込承諾書 記入表135-8�
申込承諾者�
�
本商品類型において既に認定を受けている商品を別ブランドとして今回申込む場合�
ブランド名以外の変更が


□ ある�
－�
－�
�
�
□ ない�
エコマーク商品認定審査結果通知書の写し


既認定型式と本申込製品の型式との対応表�
申込者�
�
�
�
変更点についての認定基準に対する証明書（変更がある場合） 例：包装など�
�
�






共通項目（2／3）





共通項目（3／3）





区分A：住宅用太陽光発電システム（1／3）





区分A：住宅用太陽光発電システム（2／3）





区分A：住宅用太陽光発電システム（3／3）





区分B：小型発電装置・充電装置（1／1）





区分C：設置型製品（1／1）





区分D：携帯型製品・車載用品（1／1）





区分E：太陽電池モジュール（1／2）





区分E：太陽電池モジュール（2／2）





区分F：小出力太陽光発電用パワーコンディショナ（1／1）
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